
,055 1,249,027

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,059,527 1,159,908 1,200,842 1,290,443 1,336,990

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21177 介護保険特別会計繰出金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 01 03 01 04 06 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 01 03 01 04 06 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

介護保険法に基づき、介護給付費等の市負担分の繰入れを行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護保険法に基づき、介護給付費等の市負担分の繰入れを行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護保険特別 介護保険特別 介護保険特別 介護保険特別 介護保険特別

会計繰出金 会計繰出金 会計繰出金 会計繰出金 会計繰出金

事　業　費 1,059,527 1,159,908 1,200,842 1,290,443 1,336,990

財
源
内
訳

国庫支出金 44,264 52,406 52,454 53,592 58,642

県支出金 22,132 26,203 26,227 26,796 29,321

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 993,131 1,081,299 1,122,161 1,210



2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



27,711 27,711 27,711

人　件　費 2,769.6 0 2,769.6 2,769.6 2,769.6

投入 常勤職員 0.4人 0人 0.4人 0.4人 0.4人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 20,175 22,909 30,483 30,483 30,483

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 共通経費等負担金対象契約件数の
件

共通経費等負担金契約件 14 7 4

① 見直し 数 12 4 －

活動
② －

成果 共通経費等負担金対象契約金額の
円

共通経費等負担金契約金 80,000,000 50,000,000 3,200,000

① 見直し 額 53,850,211 3,147,100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　指定管理者が民間のノウハウを活かして施設の管理運営を行えるよう、介護老人保健施設の管理業務を指定管理者が発注し
状況

、実施できるようにした。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 50446 介護老人保健施設管理運営事業

担当組織 市民医療センター 総務課 担当 総務・医事担当

組織コード
R3 30 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 01 03 01 04 10 01

記入日 令和 3年 6月22日
R2 30 01 00 R2 01 03 01 04 10 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成３０年度 ～ 令和１２年度

戸田市立介護老人保健施設条例 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
介護老人保健施設の指定管理者

指定管理者が介護サービスや施設管理におけるノウハウを十分に発揮して介護老人保健施設を運営する。

事業目的

指定管理者による施設の管理運営状況の把握、指定管理者との課題等への対応

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

施設運営状況 施設運営状況 施設運営状況 施設運営状況 施設運営状況

の把握、大規 の把握、大規 の把握、大規 の把握、大規 の把握、大規

模修繕及び施 模修繕及び施 模修繕及び施 模修繕及び施 模修繕及び施

設運営に要す 設運営に要す 設運営に要す 設運営に要す 設運営に要す

事　業　費 17,405 22,909 27,713 27,713 27,713

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 2 2 2 2

一般財源 17,405 22,907



ング調査等で課題等の把握に努め、指定管

理者と解決に取り組んでいく。

今後の取組方針

4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護老人保健施設の運営に必要な設備の賃借及び緊急修繕を行うものである。介

Ｂ Ｂ Ｂ 護サービスの向上のために必要な事業であり、施策の目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

事業費は介護老人保健施設の運営に必要な設備の賃借料や緊急修繕費であり、適

Ｂ Ｂ Ｂ 正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

施設の管理運営は指定管理者が民間のノウハウを活かして行っている。

Ｂ Ｂ Ｂ 緊急修繕については、指定管理者協定書に基づき実施するものであり、事業手法

は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市が負担している賃借及び緊急修繕については、指定管理者が安定した介護サー

Ｂ Ｂ Ｂ ビスを実施するうえでも必要なものであり、受益と負担は適正な範囲である。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

　指定管理者が民間のノウハウを活かして実施できる維持管理業務は、指定管理者において実施できるようにす

事業の方向性 るとともに、モニタリング調査等で実施状況をしっかりとチェックし、施設の維持管理を引き続き適切に行って

いく。

　また、利用者の安全を確保するとともに、介護サービスを継続して提供していくために、施設の修繕と設備の

更新を適切に実施していく。

　介護老人保健施設を永続的かつ安定的に運営できるよう、モニタリ



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 29450 在宅介護支援事業特別会計繰出金

担当組織 市民医療センター 診療室 担当 地域ケアサービス担当

組織コード
R3 30 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 01 04 01 07 01 01

記入日 令和 3年 6月11日
R2 30 03 00 R2 01 04 01 07 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

在宅介護支援 在宅介護支援 在宅介護支援 在宅介護支援

事業費の補填 事業費の補填 事業費の補填 事業費の補填

事　業　費 35,000 44,856 44,856 44,856 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 35,000 44,856 44,856 44,856 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 35,000 44,856 44,856 44,856 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



428 7,428

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 20634 事務管理費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 01 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 01 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民・職員・事業所

介護保険の保険者として介護保険事業の円滑な運営を行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護保険の保険者として介護保険事業の円滑な運営を行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民協議会 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事務管理費 事務管理費 事務管理費 事務管理費 事務管理費

事　業　費 4,373 4,609 5,102 3,966 3,966

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 4,609 3,966 3,966 3,966

一般財源 4,373 0 1,136 0 0

人　件　費 3,462 3,462 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 7,835 8,071 8,564 7,



8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



非常勤職員 2.5人 2.5人 2.5人 2.5人 2.5人

事業費＋人件費 38,576 34,806 22,713 29,972 29,972

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 介護保険被保険者証発行枚数
枚

5,300 5,300 5,300

① 4,174 4,254 －

活動
② －

成果 介護保険被保険者証戻り枚数
枚

15 15 15

① 0 0 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

介護保険被保険者証発行枚数は目標に届かなかったものの、戻り枚数については１５枚以内という目標を達成しており、被保
状況

険者に適切に保険者証が交付されている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7608 被保険者資格管理事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 01 01 01 01 02

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 01 01 01 01 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
４０歳以上の市民

４０歳以上の市民が、介護保険制度を適正に利用できるよう管理する。

事業目的

４０歳以上の市民の介護保険被保険者の資格管理を適正に行うため、介護保険被保険者証の交付、更新等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護保険被保 介護保険被保 介護保険被保 介護保険被保 介護保険被保

険者の資格管 険者の資格管 険者の資格管 険者の資格管 険者の資格管

理等 理等 理等 理等 理等

事　業　費 31,652 27,882 15,789 23,048 23,048

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 31,652 27,882 23,048 23,048 23,048

一般財源 0 0 -7,259 0 0

人　件　費 6,924 6,924 6,924 6,924 6,924

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

６５歳到達した者や要介護認定を受けた方など、適切に資格管理を行い、被保険

Ａ Ａ Ａ 者証を交付している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

システムの活用など、最低限の経費となっている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

システムを活用し、事務軽減を図りながら適正な資格管理を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険法に基づき、適正な資格管理を行っている。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和２年度中に実施した見直し内容
介護保険法の改正に基づき、適切に介護保険の被保険者の資格管理を行っている。

見直し内容

介護保険法の改正に基づく適切な制度運営が図られた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢化に伴い被保険者は増加するため、システム保守や管理を徹底し、適正な資格管理に努める必要がある。

事業の方向性

高齢化に伴う被保険者の増加を考慮し、適正な資格管理を図る。

今後の取組方針



0 0 0

人　件　費 4,154.4 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.6人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,838 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 実態把握調査の実施
件

調査書送付件数 4,000

① 3,671 －

活動
② －

成果 実態把握調査の回収率
％

回収率 60

① 56.4 －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

令和元年度に実施した実態調査の結果を踏まえ、令和２年度に第８期事業計画を策定した。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 51001 第8期戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 01 01 01 01 90

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 01 01 01 01 03

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 令和元年度 ～ 令和２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民・事業所

令和３年度から令和５年度までの３箇年を計画期間とする「第８期戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を策定する

事業目的 。

円滑な計画策定に必要な基礎資料とするための実態調査及び集計・分析を行い、調査結果から高齢者の生活実態を把握する

と共に、サービスへのニーズを捉えることで既存の市独自サービスの見直しに係る検討材料とする。また、今後の介護保険

事業内容 サービスへのニーズを捉え、第８期における介護保険料の設定に係る基礎資料とする。

これらの調査結果を基に第８期計画を策定する。

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事業計画策定

業務

事　業　費 2,684 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 2,684 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

高齢者施策全般を範囲とする第８期事業計画を策定した。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

国のシステムを活用し、最小限の業務委託とするなど、経費の精査を行っている

Ａ Ａ Ａ 。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

国のシステムを活用して、事務軽減を図りながら事業計画の策定に当たった。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

高齢者施策全般を範囲とする第８期事業計画を策定した。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ●令和２年度で終了

＜判断理由＞

令和２年度中に、第８期計画を策定する。

事業の方向性

今後の取組方針



付通知書発送件数
件

3,000 3,000 3,000

① 2,826 2,979 －

活動
② －

成果 収納率
％

83 83 84

① 83 86 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

普通徴収対象者については、特別徴収への切替が進んできている。日曜収納窓口や非常勤職員による電話催告及び臨宅徴収を
状況

行い、収納率の向上に努めている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 21377 賦課徴収費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 01 02 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 01 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
６５歳以上の市民

介護保険制度の安定的運営

事業目的

第１号被保険者の保険料を賦課し、徴収する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

賦課徴収 賦課徴収 賦課徴収 賦課徴収 賦課徴収

事　業　費 4,095 5,512 5,399 5,957 5,957

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 4,095 5,512 5,957 5,957 5,957

一般財源 0 0 -558 0 0

人　件　費 6,924 6,924 6,924 6,924 6,924

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 1.43人 1.43人 1.43人 1.43人 1.43人

事業費＋人件費 11,019 12,436 12,323 12,881 12,881

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 普通徴収納
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

事業計画に基づき、保険料額を決定し、適正な賦課徴収を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

印刷製本費等のみの経費であり、印刷部数等も随時精査している。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

システム等を活用し、事務軽減を図っている。専門の徴収員を雇用し、収納率の

Ａ Ａ Ａ 向上にも取り組んでいる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

条例等に基づき、適正な賦課を行っている。保険料の軽減制度もあり、低所得者

Ａ Ａ Ａ への配慮を行っている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容
滞納分の徴収に関して専門の徴収員を雇用すると共に、預金差押を実施することで収納率の上昇を図った。

見直し内容

介護保険料の収納率が上昇した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

介護保険制度の財源として継続性がある。

事業の方向性

平成２４年度より徴収員を雇用し、臨宅徴収・電話催告等を行っており、今後も収納方法等の検討をさらに進め

、収納率の増加につなげていく。

今後の取組方針



人 1.5人 1.5人 1.5人

人員 非常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

事業費＋人件費 58,890 82,243 78,954 80,749 80,749

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 介護認定申請件数
件

3,200 3,200 3,200

① 3,143 2,304 －

活動
② －

成果 要介護認定に対する苦情件数
件

10 10 10

① 0 0 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

介護認定申請件数については、コロナ禍により国から特例的な取扱いが示され更新申請が不要となり、一部自動更新となった
状況

。この部分が約９００件弱あり、これを踏まえると目標を達成したといえる。苦情件数は目標を達成。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 7393 介護認定審査会

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 01 03 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 01 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
６５歳以上の人または４０歳以上で老化が原因とされる１６の特定疾病により介護が必要となり要介護認定申請をされた人

介護認定を適正に行い、申請者が介護サービスを適正に利用できるようにする。

事業目的

要介護認定申請を受け、認定調査の実施・主治医意見書を依頼・受取の後、認定審査会を行い、要介護認定をする。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護認定 介護認定 介護認定 介護認定 介護認定

事　業　費 48,504 71,857 68,568 70,363 70,363

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 71,857 70,363 70,363 70,363

一般財源 48,504 0 -1,795 0 0

人　件　費 10,386 10,386 10,386 10,386 10,386

投入 常勤職員 1.5人 1.5
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護保険制度に基づき、要介護認定事務を進め、適正に審査判定を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

要介護認定申請の事務処理を進める上で、必要最低限の印刷製本費、業務委託に

Ａ Ａ Ａ なっている。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

週３回の認定審査会の開催を効率的に進め、迅速な認定決定につなげている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険制度に基づき、要介護認定事務を進め、適正に審査判定を行っている。

Ａ Ａ Ａ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢化の進展に伴い、要介護認定申請をする人は増加していくと考えられる。

事業の方向性

認定制度の浸透と審査会の円滑・効率的な運営をさらに進める。

今後の取組方針



2 5,977 5,977

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 パンフレット作成数
部

2,500 2,500 2,500

① 3,000 3,000 －

活動
② －

成果 介護保険制度に対する苦情
件

0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

介護保険制度のパンフレットを引き続き作成し、PRを図っている。今後も、市民にわかりやすい形で普及啓発を行っていく。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 7394 趣旨普及事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 01 04 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 01 04 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市民

市民への介護保険制度の理解を進め、制度の安定的運営を図る。

事業目的

介護保険制度を普及させるためパンフレット等を作成し、市民に配布する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

パンフレット パンフレット パンフレット パンフレット パンフレット

等の作成・配 等の作成・配 等の作成・配 等の作成・配 等の作成・配

布 布 布 布 布

事　業　費 1,063 1,622 1,760 2,515 2,515

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 1,622 2,515 2,515 2,515

一般財源 1,063 0 -755 0 0

人　件　費 3,462 3,462 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,525 5,084 5,22
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護保険制度におけるサービスの利用の仕方やサービスの内容、介護保険料等、

Ａ Ａ Ａ 制度の周知が不可欠である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険制度の周知に必要な事業費となっている。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

制度のパンフレットについて、健康長寿課窓口での配布に加え、各地域包括支援

Ｂ Ｂ Ｂ センターでも活用するなど積極的な制度周知に努めている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険制度におけるサービスの利用の仕方やサービスの内容、介護保険料等、

Ｂ Ｂ Ｂ 制度の周知が不可欠である。

４．令和２年度中に実施した見直し内容
介護保険制度や市内事業者の最新情報を掲載し、PRを行った。

見直し内容

介護保険制度全般の情報などを広く周知することができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

介護保険制度について、引き続き普及啓発を図っていく必要がある。

事業の方向性

課のホームページや広報等も活用して、引き続き介護保険制度の普及啓発に努めていく。

今後の取組方針



0 0 0 0

そ　の　他 2,314,851 2,722,593 2,794,627 2,794,627 3,081,000

一般財源 1,640,905 1,634,261 1,757,815 1,686,815 1,794,000

人　件　費 692.4 692.4 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 5,861,073 6,640,692 6,953,692 6,882,692 7,800,692

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 支払伝票処理件数
件

国保連合会：給付費毎月 60 60 60

① 支払 60 60 －

活動
② －

成果 支払いに対する苦情件数
件

0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

介護保険の給付事業が滞りなく行われている。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 7395 介護サービス給付事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 02 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 02 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ● 対象

分野 04 高齢者福祉

○ 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
介護保険サービス利用者・国保連合会・事業者

介護保険のサービス利用者に関する給付を迅速・適切に行い、介護保険サービスを適切に受けられるようにする。

事業目的

要介護（要介護１から要介護５まで）認定者介護保険サービス利用に対する給付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護保険サー 介護保険サー 介護保険サー 介護保険サー 介護保険サー

ビス費の支給 ビス費の支給 ビス費の支給 ビス費の支給 ビス費の支給

事　業　費 5,860,381 6,640,000 6,953,000 6,882,000 7,800,000

財
源
内
訳

国庫支出金 1,048,499 1,324,255 1,399,830 1,399,830 1,950,000

県支出金 856,126 958,891 1,000,728 1,000,728 975,000

起　　　債 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

要介護認定者が必要とする介護サービスについて、介護保険制度に基づき必要な

Ａ Ａ Ａ 給付を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険制度に基づき、必要な給付を行っている。また、介護給付費適正化事業

Ａ Ａ Ａ を進めることで、より適正なサービス利用になるよう随時取り組んでいる。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

ＴＯＤＡ元気体操などの介護予防事業にも力を入れ、介護給付費の抑制につなが

Ａ Ａ Ａ るよう総合的に取り組んでいる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険制度に基づき、適正に給付を行っている。

Ａ Ａ Ａ

４．令和２年度中に実施した見直し内容
介護保険給付の適正化のため、非常勤職員を雇用し、ケアプランのチェックなどを行った。

見直し内容

介護保険給付の適正化のため、引き続き体制づくりを進める。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢化が進むことに伴い、介護保険サービス利用者も増加するため、給付費も増加していく。

事業の方向性

県及び国保連合会との連携強化を進める。

今後の取組方針



287

一般財源 28,567 30,766 20,634 43,563 32,776

人　件　費 6,924 6,924 6,924 6,924 6,924

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 108,954 131,924 157,924 180,853 149,424

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 支払伝票処理件数
件

国保連合会：給付費毎月 60 60 60

① 支払 60 60 －

活動
② －

成果 支払いに対する苦情件数
件

0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

被保険者個々に作成される介護予防支援計画に基づき、保険者として給付内容が適正かどうかを確認しながら行っている。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 21378 介護予防サービス給付事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 02 02 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 02 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
介護予防サービス利用者・国保連合会・事業者

介護予防のサービス利用者に関する給付を迅速・適切に行い、介護予防サービスを適切に受けられるようにする。

事業目的

要支援（要支援１及び要支援２）認定者に介護予防のサービス利用に対する給付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護予防サー 介護予防サー 介護予防サー 介護予防サー 介護予防サー

ビス給付費 ビス給付費 ビス給付費 ビス給付費 ビス給付費

事　業　費 102,030 125,000 151,000 173,929 142,500

財
源
内
訳

国庫支出金 18,913 24,930 35,707 35,707 35,625

県支出金 14,248 18,051 25,486 25,486 17,812

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 40,302 51,253 69,173 69,173 56,
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

要支援認定の方が必要とする介護予防サービス費について、介護保険法に基づき

Ａ Ａ Ａ 、適正に給付している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険法に基づき、適正に給付を行っている。また、ケアプランチェック等の

Ａ Ａ Ａ 介護給付費適正化事業を進めることで、さらなる適正化に努めている。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

ＴＯＤＡ元気体操等の介護予防事業を積極的に実施し、介護給付費の抑制につな

Ａ Ａ Ａ げている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険法に基づき、適正に給付を行っている。

Ａ Ａ Ａ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢化が進むことに伴い、介護予防サービス利用者も増加すると考えられる。

事業の方向性

県及び国保連合会との連携強化を進める。

今後の取組方針



924 6,924 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 1人 1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

事業費＋人件費 220,340 248,924 297,692 180,692 300,692

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 支払伝票処理件数
件

20 20 20

① 26 30 －

活動
② －

成果 支払いに対する苦情件数
件

0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

保険者において給付の適正化に努めている中で、申請に基づき、高額介護サービスの給付事業が問題なく行われている。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 23 頁

事務事業名 21379 高額介護サービス事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 02 03 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 02 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
高額介護サービス申請者（対象者）・国保連合会

自己負担割合が一定額を超えた場合の負担を軽減する。

事業目的

高額介護サービス申請者（対象者）に対する給付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー

ビス事業 ビス事業 ビス事業 ビス事業 ビス事業

事　業　費 213,416 242,000 297,000 180,000 300,000

財
源
内
訳

国庫支出金 42,684 48,264 36,978 36,978 75,000

県支出金 26,677 34,947 26,392 26,392 37,500

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 84,300 99,227 71,631 71,631 118,500

一般財源 59,755 59,562 161,999 44,999 69,000

人　件　費 6,
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護保険法に基づき、毎月の介護サービス費の自己負担が高額となる方に、給付

Ａ Ａ Ａ を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険制度における国の基準に基づき、給付を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

国保連合会から送信される情報を活用し、毎月、遅滞なく給付を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険法に基づき、毎月の介護サービス費の自己負担が高額となる方に、給付

Ｂ Ａ Ａ を行っている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

同等のサービス費の支給が見込まれる。

事業の方向性

県及び国保連合会との連携強化を進める。

今後の取組方針



2.4 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,875 5,692 5,692 8,192 8,192

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 21380 審査支払手数料

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 02 04 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 02 04 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
国保連合会

介護給付費審査支払に関する事務委託の手数料を埼玉県国民健康保険団体連合会に支払いを行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護給付費審査支払に関する事務委託の手数料を埼玉県国民健康保険団体連合会に支払いを行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

支払審査手数 支払審査手数 支払審査手数 支払審査手数 審査支払手数

料 料 料 料 料

事　業　費 4,183 5,000 5,000 7,500 7,500

財
源
内
訳

国庫支出金 816 997 1,525 1,525 1,525

県支出金 544 722 1,091 1,091 1,091

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,653 2,050 3,023 3,023 3,023

一般財源 1,170 1,231 -639 1,861 1,861

人　件　費 692.4 69
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

 

事業の方向性

 

今後の取組方針



　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 67,354 60,684 84,642 84,642 84,642

一般財源 47,743 36,426 12,107 52,207 52,207

人　件　費 692.4 692.4 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 171,207 148,692 170,692 210,792 210,792

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 特定入所者介護サービス費申請書
件

500 500 500

① 発送件数 472 591 －

活動
② －

成果 特定入所者介護サービス費対象件
件

8,000 8,000 8,000

① 数 8,290 8,953 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

特定入所者介護サービス費対象件数は、それぞれ前年度を上回り、目標も達成した。申請に基づき、漏れなく負担限度額の認
状況

定を行っている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 21906 特定入所者介護サービス費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 02 05 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 02 05 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
要介護者等のうち市民税非課税世帯等の低所得者

要介護者等のうち市民税非課税世帯等の低所得者の施設サービス・短期入所サービスの食費・居住費の負担を軽減する。

事業目的

要介護者等のうち市民税非課税世帯等の低所得者に対して、特定入所者介護サービス費を給付し、施設サービス・短期入所

サービスの食費・居住費の負担を軽減する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

特定入所者介 特定入所者介 特定入所者介 特定入所者介 特定入所者介

護サービス 護サービス 護サービス 護サービス 護サービス

事　業　費 170,515 148,000 170,000 210,100 210,100

財
源
内
訳

国庫支出金 26,340 29,517 42,715 42,715 42,715

県支出金 29,078 21,373 30,536 30,536 30,536

起　　
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護保険制度に基づき、介護施設等サービスの利用において、低所得者の負担軽

Ａ Ａ Ａ 減を図っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険制度に基づき、適正な事務処理となっている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

年度の更新手続等において、分かりやすい通知文等の作成に努め、その後の受付

Ａ Ａ Ａ 事務等の負担軽減に繋がっている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険制度に基づき、適正な判定処理となっている。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

申請に基づき、引き続き低所得者の負担軽減を図る。

事業の方向性

介護保険制度の運用を図るため、適正な給付管理が必要である。

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 29 頁

事務事業名 21381 財政安定化基金拠出金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 03 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 03 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
埼玉県

埼玉県の管理する財政安定化基金へ拠出する。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県の管理する財政安定化基金へ拠出する。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

財政安定化基 財政安定化基 財政安定化基 財政安定化基 財政安定化基

金拠出金 金拠出金 金拠出金 金拠出金 金拠出金

事　業　費 0 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 1 1 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 31 頁

事務事業名 21382 保健福祉事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 04 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 04 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
介護保険サービス利用者・介護者

介護保健法第１１５条の４８に規定された保健福祉事業の実施

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護給付等対象サービスのための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー

ビス費貸付金 ビス費貸付金 ビス費貸付金 ビス費貸付金 ビス費貸付金

事　業　費 0 950 950 950 950

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 950 950 950 0

一般財源 0 0 0 0 950

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 950 950 950 950

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



44,515 61,141 61,141 47,787

県支出金 16,930 22,257 30,570 30,570 23,893

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 53,497 70,333 122,283 122,283 75,503

一般財源 31,150 40,957 -37,210 30,572 43,967

人　件　費 2,423.4 2,423.4 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.35人 0.35人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0.25人 0.25人 0.25人

事業費＋人件費 137,859 180,485 180,246 248,028 194,612

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 事業対象者
人

総合事業における事業対 1,100 900 1,000

① 象者 876 927 －

活動
② －

成果 希望者へのサービス提供率
％

100 100 100

① 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

平成２８年度より介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、チェックリストの実施により事業対象者に該当し、サービス
状況

を受ける者が増加した。併せて要支援認定者も総合事業に完全移行した。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 33 頁

事務事業名 46767 介護予防・生活支援サービス事業費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ● 対象

分野 04 高齢者福祉

○ 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民・事業所

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の事業対象者に対し、介護予防及び生活支援サービスを提供する。

事業目的

新しい介護予防・日常生活支援総合事業において、サービスの希望者に対してチェックリストを実施し、一定の基準を満た

した事業該当者に対し、訪問介護・通所介護サービスを提供する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 社会福祉法人等 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

新しい介護予 新しい介護予 新しい介護予 新しい介護予 新しい介護予

防・日常生活 防・日常生活 防・日常生活 防・日常生活 防・日常生活

支援総合事業 支援総合事業 支援総合事業 支援総合事業 支援総合事業

の実施 の実施 の実施 の実施 の実施

事　業　費 135,436 178,062 176,784 244,566 191,150

財
源
内
訳

国庫支出金 33,859
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

要支援者等、軽度者の介護サービスについて、介護保険法等に基づき必要な給付

Ａ Ａ Ａ を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険法に基づき、適正な給付を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

介護保険法に基づき、適正な給付を行っている。地域包括支援センターとも連携

Ａ Ａ Ａ しながら事業を進めている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

要支援者等、軽度者の介護サービスについて、介護保険法等に基づき適正に給付

Ａ Ａ Ａ を行っている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

地域包括ケアシステム構築の一環として平成２８年度より導入された制度であり、今後多様な主体によるサービ

事業の方向性 スの提供体制の構築を検討する。

平成２８年度から現行相当の介護予防訪問介護サービス及び介護予防通所介護サービスを導入し、制度を開始し

た。今後はこれらのサービスに加え、多様な主体によるサービスの提供体制を構築することで、要支援者等に対

する効果的かつ効率的な支援を可能とする。

今後の取組方針



訳

国庫支出金 1 26 26 26 26

県支出金 1 13 13 13 13

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 41 41 41 41

一般財源 1 23 -15 23 23

人　件　費 692.4 692.4 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 695 795 757 795 795

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 介護予防ケアマネジメント人数
人

介護予防ケアマネジメン 4,500 4,000 3,500

① ト実施人数 3,521 3,311 －

活動
② －

成果 計画を立てた人の率
％

ケアプランの作成率 100 100 100

① 100 100 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

平成２８年度より介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所が、総合事業
状況

対象者に対するケアプランの作成、管理を行った。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 35 頁

事務事業名 46768 介護予防ケアマネジメント事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 01 02 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
要支援者及び基本チェックリストで事業対象者の基準に該当した者

介護予防・日常生活支援総合事業における要支援者及び基本チェックリストの記入内容が事業対象の基準に該当した者に対

事業目的 しての介護予防及び日常生活支援を目的とする。

市及び地域包括支援センターが介護認定の相談に来庁した高齢者に基本チェックリストを実施し、事業対象の基準に該当し

た者に対しての介護予防及び日常生活支援に関するアセスメント等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

①アセスメン ①アセスメン ①アセスメン ①アセスメン

ト（基本チェ ト（基本チェ ト（基本チェ ト（基本チェ

ックリスト） ックリスト） ックリスト） ックリスト）

②ケアプラン ②ケアプラン ②ケアプラン ②ケアプラン

事　業　費 3 103 65 103 103

財
源
内
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護予防及び日常生活支援のためには介護予防ケアマネジメントが必要である。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

介護保険法に基づいて実施する事業であり、適正である。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

介護保険法に基づき実施している。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険法に基づき実施している。

Ａ Ａ Ａ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

介護予防・日常生活支援総合事業の導入により、介護予防ケアマネジメントの件数は増加する。

事業の方向性

地域包括ケアシステム構築のための一事業として、介護予防・日常生活支援総合事業を拡大していく。それに伴

い、介護予防ケアマネジメントの件数も拡大する。

今後の取組方針



65人 0.65人 0.65人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,699 6,799 9,500 9,527 9,527

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 TODA元気体操の教室数
か所

市内でTODA元気体操の教 20 25 25

① 室として立ち上がった数 24 24 －

活動
② －

成果 一般介護予防事業の参加者数
人

事業に参加した人数 550 550 550

① 562 536 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

平成２８年度より、介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、一般介護予防事業が創設された。
状況

重りを使った筋力トレーニングである「TODA気体操」を地域に広めていく取組の結果、徐々に教室数を増やしてきたが、令和
の分析

２年度はコロナ禍によって、ほとんどの通いの場での「TODA元気体操」の活動が自粛され、新規立ち上げの教室はなかった。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 37 頁

事務事業名 23911 一般介護予防事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 02 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
要支援・要介護状態になるおそれのある６５歳以上の者。

要支援・要介護状態への移行を抑制する。

事業目的

健康増進の為の教室や要介護状態となることを予防するための教室等を開催する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業

事　業　費 1,583 3,683 4,999 5,026 5,026

財
源
内
訳

国庫支出金 395 920 1,257 1,257 1,257

県支出金 197 460 628 628 628

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 624 1,454 1,985 1,985 1,985

一般財源 367 849 1,129 1,156 1,156

人　件　費 3,115.8 3,115.8 4,500.6 4,500.6 4,500.6

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

地域住民が主体的に実施する「通いの場」が市内各地域に立ち上がることで、介

Ａ Ａ Ａ 護予防だけでなく、サロン活動や地域の見守り体制の構築にも繋がる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

地域住民が自主的、主体的に行う事業であるため、経費は低く抑えることができ

Ａ Ａ Ａ る。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

地域住民が自ら主体的に「通いの場」の運営を担うことで、各地域の実情に即し

Ａ Ａ Ａ た効果的で適切な「通いの場」となっている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

地域住民が主体的に実施しており、受益・負担は適正である。

Ａ Ａ Ａ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢化に伴い、介護予防がますます重要視されてくる。引き続き、事業内容の充実及び参加者の拡大をさらに図

事業の方向性 る必要がある。特に地域住民の通いの場の充実がより一層求められる。

介護予防事業として行われている事業のほか、平成２７年度からは介護保険予防給付の一部が、地域支援事業へ

と移行されたことに伴い、現在行われている介護予防事業のほか、既存の一般高齢者サービスで地域支援事業の

対象となる事業を精査する必要があり、今後も事業規模を拡大していく予定である。

今後の取組方針



,530 17,530

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 15,451 17,530 17,530 17,530 17,530

一般財源 18,462 20,941 20,941 20,941 20,941

人　件　費 4,500.6 4,500.6 6,162.36 6,162.36 4,500.6

投入 常勤職員 0.65人 0.65人 0.89人 0.89人 0.65人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 84,767 95,561 97,222 97,222 95,561

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 相談受付件数
人

相談を受けた実人数 12,500 12,500 12,500

① 15,138 17,002 －

活動 地域包括新聞の発行部数
部

85,400 42,700 83,300

② 85,400 0 －

成果 地域ケア個別会議開催数
回

開催した回数 48 24 14

① 29 14 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターの周知を行い、被保険者の適切なサービスの提供に繋げている。
状況

コロナ禍で全戸配布を予定していた地域包括新聞の発行が中止となった。
の分析

コロナ禍で医療、介護の専門職等も参加する地域ケア個別会議の開催回数も低減した。
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事務事業名 23919 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
６５歳以上の高齢者及びその家族

地域包括支援センターが活動しやすい環境を整え、地域包括ケアシステムを構築していく。

事業目的

地域において、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援・権利擁護業務等の事業を地域包括支援センターが実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

包括的・継続 包括的・継続 包括的・継続 包括的・継続 包括的・継続

的ケアマネジ 的ケアマネジ 的ケアマネジ 的ケアマネジ 的ケアマネジ

メント支援事 メント支援事 メント支援事 メント支援事 メント支援事

業 業 業 業 業

事　業　費 80,266 91,060 91,060 91,060 91,060

財
源
内
訳

国庫支出金 30,902 35,059 35,059 35,059 35,059

県支出金 15,451 17,530 17,530 17



来業務として、地域における地域

包括ケアシステムを構築していくために、必要な人員を確保する必要がある。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

地位包括ケアシステムの要として、地域包括支援センターの果たす役割は増加し

Ａ Ａ Ａ ている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

委託費については、積算根拠を積み上げ、適正な金額を算出している。近隣市町

Ａ Ａ Ａ 村や毎年度の各包括の決算状況等を把握し、委託費が適正か検討している。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

各地域包括支援センターが、圏域の実情に合わせた効果的な運営を行っている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

地域包括支援センターが担う業務、役割を検討しながら、見直しの必要性や時期

Ａ Ａ Ａ について検討している。

４．令和２年度中に実施した見直し内容
令和２年度第２回戸田市地域包括支援センター運営協議会において、令和３年度から各包括に認知症ケア相談室

の設置すること、令和３年度戸田市地域包括支援センター委託料について諮り、委託料の見直し（増額）を決定

見直し内容 した。

令和３年度から戸田市地域包括支援センター委託料が増額され、委託料の適正化が行われた。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢者の増加、多様化するニーズ、認知症対策など、ますます地域包括支援センターにおける相談件数は増加し

事業の方向性 ていくと考えられる。

予防プランの作成が業務の大半を占めているため、地域包括支援センターの本



,585 8,688 8,792 8,792

県支出金 3,888 4,293 4,344 4,396 4,396

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 3,888 4,294 4,344 4,396 4,396

一般財源 4,646 5,128 202 5,253 5,253

人　件　費 4,500.6 4,500.6 4,500.6 4,500.6 4,500.6

投入 常勤職員 0.65人 0.65人 0.65人 0.65人 0.65人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 24,699 26,801 22,079 27,338 27,338

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 家族介護教室開催
回

16 12 2

① 15 0 －

活動 介護相談員訪問人数
人

サービス事業者等訪問し 240 180 40

② た相談員の数 200 0 －

成果 家族介護教室参加人数
人

250 180 30

① 177 0 －

成果 介護相談員訪問回数
回

サービス事業者等訪問し 240 180 40

② た数 200 0 －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

介護や介護予防に対する広報啓発等を推進する。また、介護相談員は、利用者個人からの苦情・相談を聴き、要望については
状況

施設責任者と話をし、改善できるものは実践してもらうなど、利用者の声を代弁している。市民の目から見た施設を訪問して
の分析

いくことから、第三者評価機関の位置づけも含んでいる。令和２年度はコロナ禍のため家族介護教室開催中止と介護相談員活

動中止となった。
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事務事業名 24009 任意事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 02 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 戸田市介護相談員設置要綱 関連計画 介護サービス適正実施指導事業

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民

地域の実情に応じ、創意工夫をいかした多様な事業を行い、介護予防等を図る。

事業目的 介護サービス利用者の不安や疑問等を住民の目線で把握し、利用者とサービス事業者や行政との橋渡し役を務め、苦情等を

未然に防止する。

家族介護教室や介護給付適正化のための事業を行う。

介護相談員がサービス事業所を訪問し、利用者や家族等の声を聞く。相談員連絡会議を開催し情報交換、活動内容の報告及

事業内容 び検討を行う。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

家族介護教室 家族介護教室 家族介護教室 家族介護教室 家族介護教室

等介護任意事 等介護任意事 等介護任意事 等介護任意事 等介護任意事

業 業 業 業 業

事　業　費 20,198 22,300 17,578 22,837 22,837

財
源
内
訳

国庫支出金 7,776 8
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

介護給付費の適正化、家族介護教室、介護相談員事業等、多様な事業を実施する

Ａ Ａ Ａ ことで、介護保険サービスの充実が図られている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

経費について毎年度検討を行っている。

Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

事業手法について毎年度精査を行い、介護保険サービス充実のために、効率的か

Ａ Ａ Ａ つ効果的な事業となっている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

介護保険サービスの充実のために、必要かつ適正な範囲で事業を展開している。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

任意事業を実施できる事業者を拡大するとともに、地域の実情に応じた事業を行っていく。

事業の方向性 介護保険制度の介護給付費適正化事業としての位置づけがあることから、事業の維持・充実を図っていく。

任意事業として行われている事業のほか、一般高齢者サービスとして行われている成年後見制度の利用支援に係

る事業など、既存事業を精査する必要があり、地域支援事業として移行できるものに関して、今後、対応してい

くために事業規模を拡大していく予定である。

今後の取組方針



人 0人 0人

事業費＋人件費 941 968 968 1,070 1,070

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 運営協議会開催数
回

2 2 2

① 2 2 －

活動
② －

成果 運営協議会における指摘事項の件
件

協議会における指摘・変 0 0 0

① 数 更事例等の件数 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

運営協議会委員からの注意・指摘事項は特になく、適正に運営していることがわかる。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 43 頁

事務事業名 23922 地域包括支援センター運営協議会

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 03 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民・事業所

地域包括支援センターの設置・運営に関して、中立性の確保・助言・指導等を行う。

事業目的

地域包括支援センター運営協議会の開催

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

地域包括支援 地域包括支援 地域包括支援 地域包括支援 地域包括支援

センター運営 センター運営 センター運営 センター運営 センター運営

協議会の開催 協議会の開催 協議会の開催 協議会の開催 協議会の開催

事　業　費 249 276 276 378 378

財
源
内
訳

国庫支出金 96 106 147 147 147

県支出金 48 53 74 74 74

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 48 53 74 74 74

一般財源 57 64 -19 83 83

人　件　費 692.4 692.4 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

地域包括支援センターの適正な運営のため、法令により設置が求められている運

Ａ Ａ Ａ 営協議会について定期的に開催している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

事業費は会議費用のみであり、適正である。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

地域包括支援センターの適正な運営のため、法令により設置が求められている運

Ａ Ａ Ａ 営協議会について定期的に開催している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

地域包括支援センターの適正な運営のため、法令により設置が求められている運

Ａ Ａ Ａ 営協議会について定期的に開催している。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

地域包括支援センターの公平・適正化のため、効果的である。

事業の方向性

地域包括支援センターの公平・適正化のため効果的であり、今後も定期的な開催を行う。

今後の取組方針



よる連携等 よる連携等 よる連携等 よる連携等

事　業　費 4,348 4,473 4,759 5,137 5,137

財
源
内
訳

国庫支出金 1,674 1,722 1,977 1,977 1,977

県支出金 837 861 989 989 989

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 837 861 989 989 989

一般財源 1,000 1,029 804 1,182 1,182

人　件　費 1,800.24 1,800.24 2,492.64 2,492.64 2,492.64

投入 常勤職員 0.26人 0.26人 0.36人 0.36人 0.36人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,148 6,273 7,252 7,630 7,630

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 医療職・介護職合同で研修・情報
回

5 3 3

① 交換等行う回数 5 1 －

活動
② －

成果 市民やケアマネジャーからの相談
件

100 80 80

① 件数 104 105 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

南部保健所・川口市・蕨市と協働で、多職種による研修会や市民向け講演会を検討したが、令和２年度はコロナ禍のため中止
状況

となった。また、医療・介護連携ネットワーク会議を実施し、各機関と地域包括ケアシステムを構築する上での課題等を共有
の分析

した。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 45 頁

事務事業名 45093 在宅医療・介護連携推進事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 04 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 04 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民及び事業者

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備に関する法律の制定に伴い、地域包括ケア体制

事業目的 を整備するにあたり、医療と介護の連携を強化することを目的としている。

在宅医療・介護連携を強化するために、連携を支援するコーディネーターを配置し、市民やケアマネジャーからの相談受付

等を行う。また、在宅医療・在宅介護の体制づくりのため、医療と介護関係者の顔の見える関係づくりを進める。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 医療・介護機関 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

在宅医療相談 在宅医療相談 在宅医療相談 在宅医療相談 在宅医療相談

窓口の活用。 窓口の活用。 窓口の活用。 窓口の活用。 窓口の活用。

ICTや研修に ICTや研修に ICTや研修に ICTや研修に ICTや研修に

よる連携等
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

地域包括ケアシステムにおける柱の一つである医療と介護の連携について、関係

Ａ Ａ Ａ 機関と協力しながら事業を進めている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

事業費は、会議費用と蕨戸田市在宅医療支援センターの委託料が主なものであり

Ａ Ａ Ａ 、適正なものである。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

介護保険法に基づき、適正に実施している。他市と協働で事業を実施することで

Ｂ Ａ Ａ 、事業費の抑制にもつながった。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

地域包括ケアシステムにおける柱の一つである医療と介護の連携について、関係

Ａ Ａ Ａ 機関と協力しながら事業を進めている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

 

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう

事業の方向性 に、引き続き医療機関と介護事業所等の連携を推進する必要がある。

今後も他市や関係機関と連携を密に事業を進めていく。

今後の取組方針



出等

事　業　費 2,473 2,534 2,534 2,564 2,564

財
源
内
訳

国庫支出金 952 976 987 987 987

県支出金 476 488 493 493 493

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 476 488 493 493 493

一般財源 569 582 561 591 591

人　件　費 4,154.4 4,154.4 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.6人 0.6人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,627 6,688 5,996 6,026 6,026

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 サービス創出のための検討会の開
回

検討会・協議体等の開催 8 6 6

① 催回数 回数 12 7 －

活動
② －

成果 協議体の開催数
回

3 3 3

① 2 1 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会（協議体）を設置している。この会議を活用するこ
状況

とで、地域の資源やニーズを把握した。また、これらにより地域資源の見える化にも取り組むことができた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 47 頁

事務事業名 45094 生活支援体制整備事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 05 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 05 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民・ＮＰＯ・事業所

地域包括ケア体制構築にあたり、市が中心となり、住民等を参加させ、地域の実情に応じて多様なサービス提供を要支援者

事業目的 等に対して効果的に行うことで、高齢者の生きがい・介護予防づくりを図り、社会参加を支援していくための体制を整備す

ること。

市・協議体・生活支援コーディネーターが総合事業の推進に向け、住民によるサービスを創出したり、必要な方に対し支援

者を紹介するなどの事業を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

多様なサービ 多様なサービ 多様なサービ 多様なサービ 多様なサービ

スの担い手と スの担い手と スの担い手と スの担い手と スの担い手と

なる住民サー なる住民サー なる住民サー なる住民サー なる住民サー

ビスの創出等 ビスの創出等 ビスの創出等 ビスの創出等 ビスの創



会と連携を図り、多様な日常生活上の支

援を必要とする人と社会資源や担い手とのマッチングに取り組んでいく。

今後の取組方針

48 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会と連携

Ａ Ａ Ａ を図り、多様な日常生活上の支援を必要とする人と社会資源や担い手とのマッチ

ングに向けた取組を進めている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

事業費は会議費用と生活支援コーディネーターの委託料が主なものであり、それ

Ａ Ａ Ａ ぞれ適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

生活支援コーディネーターが中心となり、地域資源等の実情を把握するとともに

Ａ Ａ Ａ 、担い手のための研修等を実施している。生活支援コーディネーターは社会福祉

協議会が担っており、地域に精通している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会と連携

Ａ Ａ Ａ を図り、多様な日常生活上の支援を必要とする人と社会資源や担い手とのマッチ

ングに向けた取組を進めている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

介護保険法に基づき適正に管理している。

事業の方向性 平成２８年度に第１層の生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会を設置してお

り、今後も生活支援体制整備を充実させていく。

生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議



訳

国庫支出金 4,756 5,322 6,128 6,128 6,128

県支出金 2,378 2,661 3,064 3,064 3,064

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2,378 2,661 3,064 3,064 3,064

一般財源 2,843 3,179 1,577 3,661 3,661

人　件　費 3,808.2 3,808.2 3,115.8 3,115.8 3,115.8

投入 常勤職員 0.55人 0.55人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 16,163 17,631 16,949 19,033 19,033

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 認知症地域支援推進員個別相談受
件

850 850 850

① 付件数 877 1,371 －

活動
② －

成果 認知症カフェ数
箇所

12 12 12

① 12 12 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

平成２７年度から設置した認知症地域支援推進員が、積極的な活動を展開することにより、徐々に認知度が高まってきている
状況

。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 49 頁

事務事業名 45806 認知症総合支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 06 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 06 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民

地域包括ケア体制を構築していく上で、認知症になっても地域で生活を続けていけることを目的としている。

事業目的 国の「認知症施策推進大綱」に基づき実施していく。

認知症地域支援推進員等による認知症の方やそのご家族への個別支援や関係機関とのネットワークづくりを行うことで地域

における認知症のケア体制を構築する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 医療・介護機関 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

認知症施策推 認知症施策推 認知症施策推 認知症施策推 認知症施策推

進のための事 進のための事 進のための事 進のための事 進のための事

業実施に向け 業実施に向け 業実施に向け 業実施に向け 業実施に向け

た人員配置等 た人員配置等 た人員配置等 た人員配置等 た人員配置等

事　業　費 12,355 13,823 13,833 15,917 15,917

財
源
内



元年度から市内全て（４か所）の地域包括支援セ

ンターに配置された。

認知症地域支援推進員の活動を支援するとともに、認知症初期集中支援チームの活用に向けて本施策を推進する

。

今後の取組方針

50 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

地域の関係機関と認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チーム等が連携し

Ａ Ａ Ａ ながら、効果的な相談対応等を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

認知症カフェは民間介護事業所がその役割を担うなど、民間等の協働により事業

Ａ Ａ Ａ を進めている。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

地域の関係機関と認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チーム等が連携し

Ａ Ａ Ａ ながら、効果的な相談対応等を行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

地域の関係機関と認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チーム等が連携し

Ａ Ａ Ａ ながら、効果的な相談対応等を行っている。その中では、関係機関が定期的に会

議の場で意見交換を行い、随時事業の検証を行っている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

介護保険法に基づき適正に管理する。

事業の方向性 平成２７年度に認知症地域支援推進員が配置されたことにより、今後推進員を中心に地域で認知症の方を見守る

体制づくりを進めていく。

また、平成３０年度に認知症初期集中支援チームが市内２か所に設置されたことにより、認知症の方を早期に発

見し、支援につなげる仕組みづくりを進めていく。

市内３箇所だった認知症地域支援推進員の配置について、令和



地域ケア 援型地域ケア

会議に関する 会議に関する 会議に関する 会議に関する 会議に関する

事　業　費 92 291 341 309 309

財
源
内
訳

国庫支出金 36 112 118 118 118

県支出金 18 56 59 59 59

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 18 56 59 59 59

一般財源 20 67 105 73 73

人　件　費 2,077.2 2,077.2 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.3人 0.3人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,169 2,368 3,803 3,771 3,771

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 地域ケア推進会議の開催回数
回

2 2 2

① 2 0 －

活動 地域ケア推進会議の出席者数
人

9 8 8

② 8 0 －

成果 個別ケース対応数
回

4 2 2

① 0 0 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

地域ケア推進会議はコロナ禍のため中止となった。自立支援型地域ケア会議を令和２年度から開始し２回開催することができ
状況

た。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 51 頁

事務事業名 50604 地域ケア会議推進事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 03 07 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 03 07 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２９年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民、地域包括支援センター、事業者等

地域包括ケア体制を整備するに当たり、高齢者の総合相談窓口として、また、関係者間の連携を進める中核的な存在として

事業目的 、大きな役割を果たす地域包括支援センターの機能を強化する。

各地域包括支援センターが実施する地域ケア会議で出された地域課題を共有し、施策につなげるための「地域ケア推進会議

」を開催する。また、ケアマネジャーが作成したケアプランについて、医療・介護関係者の多職種で検討する「自立支援型

事業内容 地域ケア会議」の開催する。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民・事業者等 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

地域ケア推進 地域ケア推進 地域ケア推進 地域ケア推進 地域ケア推進

会議・自立支 会議・自立支 会議・自立支 会議・自立支 会議・自立支

援型地域ケア 援型地域ケア 援型地域ケア 援型



52 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

自立支援型地域ケア会議を開催し、自立支援に資するケアマネジメントの作成に

Ａ Ａ Ａ 向けて関係機関職員のスキルアップが図られた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

事業費は会議費用のみであり、適正である。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

自立支援型地域ケア会議を開催し、自立支援に資するケアマネジメントの作成に

Ａ Ａ Ａ 向けて関係機関職員のスキルアップが図られた。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

自立支援型地域ケア会議を開催し、自立支援に資するケアマネジメントの作成に

Ａ Ａ Ａ 向けて関係機関職員のスキルアップが図られた。

４．令和２年度中に実施した見直し内容
埼玉県地域包括ケア課等の外部機関と連携し、会議の機能強化を行った。自立支援型地域ケア会議の定期的な開

催を開始した。

見直し内容

関係機関との連携を取ることができ、コンセンサスを得ることができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

地域包括ケアシステムの構築に向けて大きな役割を担う事業であり、計画に基づき関係者間での協力の下、事業

事業の方向性 を進める。

本事業は、町会・自治会関係者、民生委員、市、医療機関、介護事業者など、地域ケア会議に携わる多くの関係

者と連携しながら進める必要がある。

今後の取組方針



そ　の　他 137 237 356 356 395

一般財源 82 138 -94 206 230

人　件　費 692.4 692.4 692.4 692.4 692.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,041 1,292 1,292 1,592 1,692

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 53 頁

事務事業名 46769 審査支払手数料

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 05 04 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 05 04 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
要支援者及び基本チェックリストで事業対象者の基準に該当した者

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な運営を図る。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

新しい介護予防・日常生活支援総合事業における介護報酬の支払いに係る審査支払手数料を支出する。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

総合事業にお 総合事業にお 総合事業にお 総合事業にお 総合事業にお

ける審査支払 ける審査支払 ける審査支払 ける審査支払 ける審査支払

手数料を支出 手数料を支出 手数料を支出 手数料を支出 手数料を支出

する。 する。 する。 する。 する。

事　業　費 349 600 600 900 1,000

財
源
内
訳

国庫支出金 87 150 225 225 250

県支出金 43 75 113 113 125

起　　　債 0 0 0 0 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



,577 1,000 1,000 100 100

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 55 頁

事務事業名 21383 介護保険給付費準備基金積立金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 06 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 06 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

介護保険特別会計における剰余金の介護給付費準備基金への積立てを行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護保険特別会計における剰余金の介護給付費準備基金への積立てを行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

介護保険給付 介護保険給付 介護保険給付 介護保険給付 介護保険給付

費準備基金積 費準備基金積 費準備基金積 費準備基金積 費準備基金積

立金 立金 立金 立金 立金

事　業　費 69,577 1,000 1,000 100 100

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 1 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 321 0 0 0

一般財源 69,577 678 1,000 100 100

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 69
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 57 頁

事務事業名 21384 一時借入金利子

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 07 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 07 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

介護給付費の支払いのため、一時的に借入れを行う際の利子を支出する。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護給付費の支払いのため、一時的に借入れを行う際の利子を支出する。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利

子 子 子 子 子

事　業　費 0 165 165 165 165

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 165 165 165 165

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 165 165 165 165

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 59 頁

事務事業名 45749 財政安定化基金償還金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 07 02 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 07 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

財政安定化基金の借入金の償還を行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

財政安定化基金の借入金の償還を行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

前期計画で貸 前期計画で貸 前期計画で貸 前期計画で貸 前期計画で貸

付を受けた額 付を受けた額 付を受けた額 付を受けた額 付を受けた額

を次期計画期 を次期計画期 を次期計画期 を次期計画期 を次期計画期

間中に償還 間中に償還 間中に償還 間中に償還 間中に償還

事　業　費 0 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 1 1 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 10,953 12,947 12,947 12,947 12,947

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 61 頁

事務事業名 21385 第１号被保険者保険料還付金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 08 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 08 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
被保険者

第１号被保険者の介護保険料の還付を行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

第１号被保険者の介護保険料の還付を行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険

者保険料還付 者保険料還付 者保険料還付 者保険料還付 者保険料還付

金 金 金 金 金

事　業　費 2,506 4,500 4,500 4,500 4,500

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 2,506 4,500 4,500 4,500 4,500

人　件　費 8,447.28 8,447.28 8,447.28 8,447.28 8,447.28

投入 常勤職員 1.22人 1.22人 1.22人 1.22人 1.22人
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

 

事業の方向性

 

今後の取組方針



実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 63 頁

事務事業名 21386 第１号被保険者還付加算金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 08 01 02 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 08 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
被保険者

第１号被保険者の介護保険料の還付に伴う加算金を支出する。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

第１号被保険者の介護保険料の還付に伴う加算金を支出する。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険

者還付加算金 者還付加算金 者還付加算金 者還付加算金 者還付加算金

事　業　費 2 50 50 50 50

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 2 50 50 50 50

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2 50 50 50 50

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

 

今後の取組方針



成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 65 頁

事務事業名 21387 国県支出金等返還金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 08 01 03 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 08 01 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
国県等

国県等の過年度における負担金等の超過交付額の返還を行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

国県等の過年度における負担金等の超過交付額の返還を行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

国県支出金等 国県支出金等 国県支出金等 国県支出金等 国県支出金等

返還金 返還金 返還金 返還金 返還金

事　業　費 28,436 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 28,436 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 28,436 1 1 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 21388 一般会計繰出金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 08 02 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 08 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

介護給付費の市負担分における過年度分の精算を行う。

事業目的 ※予算編成用シート（評価除外事業）

介護給付費の市負担分における過年度分の精算を行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

一般会計繰出 一般会計繰出 一般会計繰出 一般会計繰出 一般会計繰出

金 金 金 金 金

事　業　費 3,196 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,196 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 3,196 1 1 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 21389 予備費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R3 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 13 09 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月18日
R2 17 10 00 R2 13 09 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

予備費 予備費 予備費 予備費 予備費

事　業　費 0 2,000 2,000 600 600

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 2,000 2,000 600 600

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 2,000 2,000 600 600

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 27,696 27,696 27,696 27,696 27,696

投入 常勤職員 4人 4人 4人 4人 4人

人員 非常勤職員 1.1人 1.1人 1.1人 1.1人 1.1人

事業費＋人件費 34,437 38,291 38,291 38,291 38,291

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 訪問看護利用者数
人

年間訪問看護実人数 50 50 55

① 52 67 －

活動
② －

成果 訪問看護活動数
件

年間訪問看護利用件数 2,520 2,600 2,800

① 2,528 2,531 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

コロナ禍の中、訪問の要望に応え、常勤職員4人がしっかり稼働できた。年間訪問看護実人数は目標達成し、年間訪問看護利
状況

用件数は前年を上回った。
の分析
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事務事業名 7375 訪問看護事業

担当組織 市民医療センター 診療室 担当 地域ケアサービス担当

組織コード
R3 30 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 17 01 01 01 02 01

記入日 令和 3年 6月10日
R2 30 03 00 R2 17 01 01 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成５年度 ～ 令和３年度

健康保険法 障がい者福祉計画

根拠法令 介護保険法等 関連計画 高齢者保健福祉計画

通 達 等 施政方針 介護保険事業計画

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
疾病や負傷により継続して療養する状態にあり、自宅において訪問看護が必要であると主治医が認めたもの。

在宅療養者が住み慣れた地域で安心して、療養生活が送れるように、看護師等が定期的に訪問し、看護サービスを提供する

事業目的 。

主治医の指示に基づき、訪問看護計画を作成し、病状観察、医療機器の管理や指導、リハビリ、褥瘡等傷の処置、清潔ケア

等の日常生活の看護、介護の相談や家族支援等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

訪問看護事業 訪問看護事業 訪問看護事業 訪問看護事業 訪問看護事業

事　業　費 6,741 10,595 10,595 10,595 10,595

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 6,741 10,595 10,595 10,595 10,5



員も新しく交代したため、訪問看護師が事務処理などを担っている部分もある。

引き続き、精神疾患や認知症疾患、小児科領域の方の訪問を積極的に依頼を受け入れ、訪問する。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

コロナ禍だが、感染対策をとりながら利用者に訪問看護を提供し施策の目標指標

Ａ Ａ Ａ に貢献した。また多職種連携により在宅生活が継続できるよう支援し、地域包括

ケアシステムの構築に寄与した。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

 

Ｂ Ｂ Ｂ 運営事業費の主なものは、非常勤賃金である。専門性の高い人材を確保し、訪問

時間によって賃金を定めており、適正な賃金である。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

精神疾患や認知症疾患、困難事例の方の訪問依頼を受けるようにして、他のステ

Ｂ Ｂ Ｂ ーションとの差別化を意識した。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

健康保険法、介護保険法にしたがっており、適正である。

Ａ Ａ Ａ

４．令和２年度中に実施した見直し内容
 

新型コロナ感染症が拡大するなか、感染対策を整備して、陽性疑いの利用者でも訪問を継続するようにした。施

見直し内容 設利用を中止する利用者が増える中、在宅で可能な感染対策を行い、職員、利用者の感染を予防しながら、訪問

看護を継続するようにした。

新型コロナ感染拡大する中、在宅療養者を支援して、在宅生活が継続できようにした。利用回数、利用者数も増

加した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

 

事業の方向性 常勤職員は前年度4名と同じ、パート看護師は2名から1名に減ったため、利用者の大幅の拡大は厳しい。また事

務職



包括支援 地域包括支援 地域包括支援

センター運営 センター運営 センター運営 センター運営 センター運営

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 13,585 16,368 16,368 16,368 16,368

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 16,368 16,368 16,368 16,368

一般財源 13,585 0 0 0 0

人　件　費 20,772 6,924 6,924 6,924 6,924

投入 常勤職員 3人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 2.7人 2.7人 2.7人 2.7人 2.7人

事業費＋人件費 34,357 23,292 23,292 23,292 23,292

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 総合相談件数
件

総合相談件数(電話・来 4,432 3,822 3,875

① 所・訪問) 3,769 5,524 －

活動 TODA元気体操の立ち上げ・運営支
か所

TODA元気体操会場数 － 10 10

② 援を行った会場数 10 2 －

成果 要支援者・総合事業対象者への介
件

年間作成数 1,946 1,846 1,872

① 護予防ケアプラン作成数 1,821 1,769 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

令和2年度の実績について、総合相談件数は目標を1,702件上回った。
状況

介護予防ケアプラン作成件数は目標を77件下回った。
の分析

TODA元気体操の支援会場数は目標を8か所下回った。

コロナ禍の影響により、サービスの利用控えが発生しこと、TODA元気体操会場が使用困難となったことが原因と推測される。
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事務事業名 21529 地域包括支援センター運営事業

担当組織 市民医療センター 診療室 担当 地域ケアサービス担当

組織コード
R3 30 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 17 02 01 01 02 01

記入日 令和 3年 6月11日
R2 30 03 00 R2 17 02 01 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法等の規定・地域支援事業実施要綱 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
１　高齢者及びその家族　　２　要支援１・２の認定者　　３　介護予防・日常生活支援総合事業対象者

高齢者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、

事業目的 地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。

(1)包括的支援事業　ア第1号介護予防支援事業　イ総合相談支援業務　ウ権利擁護業務　エ包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務　(2)地域包括支援ネットワークの構築　(3)地域ケア会議の開催及び参加　(4)認知症地域支援・ケア向上事業(

事業内容 5)任意事業　(6)一般介護予防事業　(7)指定介護予防支援

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

地域包括支援 地域包括支援 地域



できた。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

高齢者人口の増加や多様なニーズへの対応のため、地域包括支援センターの役割は年々拡大している。このため

事業の方向性 業務は増加・複雑化の傾向にあるが、関係機関との連携を強化することで、現状で継続とする。

高齢者人口の増加や多様なニーズへの対応のため、役割の拡大が続く中、今後もきめ細かい十分な対応ができる

よう体制の強化が必要となる。業務量に見合った職員配置を考慮するとともに、職員のスキルアップを図る。地

域住民や健康長寿課と協力して住民主体の活動を支援し、美笹地区における地域包括ケアシステムの構築を推進

今後の取組方針 していく。役割の更なる拡大に伴い将来的には事業の拡大も視野に入る。
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

コロナ禍の影響により、介護予防ケアプラン作成件数及びTODA元気体操の支援会

Ａ Ａ Ａ 場数は減少した一方で、総合相談については大幅に増加している。高齢者が不安

を抱える中で、総合相談窓口としての機能を果たすことで、施策の目標達成に大

いに貢献していると考えられる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

高齢者人口の増加や多様なニーズへの対応のため、役割の拡大が続く中、必要な

Ｂ Ｂ Ｂ 事業費・人件費を確保していると考えられる。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

介護保険法等の関係法規及び地域支援事業実施要綱に基づき実施している。地域

Ｂ Ｂ Ｂ 包括ケアシステムの実現に向け所管課（健康長寿課）から様々な事業の依頼があ

り、実施している。その他、唯一の市立ということで、市内の他の地域包括支援

センターへの助言等も行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

指定介護予防支援事業及び介護予防日常生活支援総合事業に係る受益・負担は介

Ａ Ａ Ａ 護保険法の規定に基づく負担額となっている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容
コロナ禍に対応するため、感染拡大防止の対応を行った。

また、講義形式ではなく、介護予防等の啓発チラシを郵送・回覧する等、適宜業務の見直しを行った。

見直し内容

コロナウイルス感染拡大防止を行ったことで、職員及びケアプラン作成対象者にコロナウイルス感染者は発生し

なかった。

見直しの効果 また、介護予防・見守り活動・地域防災・地域資源活用・ACP等、様々な啓発活動を実施することが
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事務事業名 29143 予備費

担当組織 市民医療センター 診療室 担当 地域サービス担当

組織コード
R3 30 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 17 03 01 01 01 01

記入日 令和 3年 6月11日
R2 30 03 00 R2 17 03 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 04 高齢者福祉

● 対象外
施策 20 介護保険サービスの充実

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 500 500 500 500

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 500 500 500 500

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 500 500 500 500

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．令和２年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針


